
 

 

契約手続の不備 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

教育庁 

私学課 

 

下記の物品購入契約について、地方自治法施行令第

167条の２第１項第３号に定める場合に該当するものと

して随意契約としていたが、大阪府財務規則第61条の３

第１号、第２号及び第３号に定める公表が行われていな

かった。 

 

 

契約名称 支払金額 

指定物品購入 

（リーフレット等の印刷） 
2,734,382円 

 

 

検出事項について原因を確認し、所属のチェック体制を強化す

る等、再発防止に向け必要な措置を講じられたい。 

 

【地方自治法施行令】 

（随意契約） 

第167条の２ 

三 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律（平成17年法律第123号）第５条第11項に規定する障

害者支援施設（以下この号において「障害者支援施設」と

いう。）、同条第27項に規定する地域活動支援センター（以

下この号において「地域活動支援センター」という。）、

同条第１項に規定する障害福祉サービス事業（同条第７項

に規定する生活介護、同条第13項に規定する就労移行支援

又は同条第14項に規定する就労継続支援を行う事業に限

る。以下この号において「障害福祉サービス事業」という。）

を行う施設若しくは小規模作業所（障害者基本法（昭和45

年法律第84号）第２条第１号に規定する障害者の地域社会

における作業活動の場として同法第18条第３項の規定によ

り必要な費用の助成を受けている施設をいう。以下この号

において同じ。）若しくはこれらに準ずる者として総務省

令で定めるところにより普通地方公共団体の長の認定を受

けた者若しくは生活困窮者自立支援法（平成25年法律第105

号）第16条第３項に規定する認定生活困窮者就労訓練事業

（以下この号において「認定生活困窮者就労訓練事業」と

いう。）を行う施設でその施設に使用される者が主として

同法第３条第１項に規定する生活困窮者（以下この号にお

いて「生活困窮者」という。）であるもの（当該施設にお

いて製作された物品を買い入れることが生活困窮者の自立

の促進に資することにつき総務省令で定めるところにより

普通地方公共団体の長の認定を受けたものに限る。）（以

下この号において「障害者支援施設等」という。）におい

て製作された物品を当該障害者支援施設等から普通地方公

共団体の規則で定める手続により買い入れる契約（以下略） 

 

【令和３年10月１日付け改正前の大阪府財務規則】 

（随意契約の手続） 

第61条の３ 令第167条の２第１項第３号及び４号の規則で定

める手続は、次に掲げる手続とする。 

 

本検出事項については、大阪府財務規則等に規

定された適正な手続に関する契約事務担当者の

確認が不十分であったことが原因であった。 

そのため、再発防止に向け、研修等を通じ担当

者の会計事務に関する理解を一層深めるととも

に、複数名によるチェックを徹底するなど、事務

手続に遺漏や錯誤が生じることがないよう適正

な事務処理を図る。 

 



 

 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和４年６月10日から同年７月11日まで） 

  

一 毎年度の当初に、当該年度の令第167条の２第１項第３号

及び４号の規定により随意契約の方法により締結する契約

（以下この条において「契約」という。）に係る物品又は役

務の提供の業務の発注の見通しを、別に定めるところによ

り公表すること。 

二 契約締結の相当期間前に、当該契約に係る次に掲げる事

項を別に定める方法により公表すること。 

イ 契約の内容 

ロ 契約の相手方の決定の方法及び基準 

ハ 公募により相手方を決定する場合にあっては、その申 

請方法 

ニ イからハまでに掲げるもののほか、必要な事項 

三 契約締結後、速やかに当該契約に係る次に掲げる事項を

別に定める方法により公表すること。 

イ 契約の相手方の氏名又は名称及び住所 

ロ 契約の相手方とした理由 

ハ イ及びロに掲げるもののほか、必要な事項 

 

 

 



 

 

管内旅費の支給事務の不備 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和４年６月10日から同年７月11日まで） 

  

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

教育庁 

私学課 

 

管内出張をシステムに重複して入力し、そのまま承認された後、当該重複した出張の取

消しを忘れたものが１件あった。 

また、旅費支出の際にチェックされず、そのまま決裁を行ったため、旅費が過誤払とな

っていた。 

 

職員 出張日 
システム入力日 

過誤払旅費額 
当初入力日 重複入力日 

Ａ 令和３年８月20日 令和３年８月27日 令和３年８月27日 1,040円 

 

 

 

 

検出事項について、速やかに是正措置

を講じるとともに、所属のチェック体制

を強化する等、法令等に基づき、適正な

事務処理を行われたい。 

 

本検出事項については、監査受検後、

重複して支払った旅費の戻入手続を行

い、該当職員からの返納を確認し、是正

措置を講じた。 

また、課内職員に管内出張を重複して

入力することがないよう注意喚起する

とともに、管内出張の承認者であるグル

ープ長等に対し、グループ員等の動静や

登録内容に重複等の誤りがないか確認

の上、承認するよう周知徹底を図った。 

今後は、旅費支給事務を処理する過程

での複数人でのチェックを徹底するな

ど、引き続き適正な事務処理を図る。 

 



 

 

旅費の精算事務の不備 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

山田高等学校 

 

旅費の概算払をしたときは、概算払を受けた者は旅費の確定後30日以内に精算を行い、

支出命令者は同期間内に精算させなければならないが、ともに当該行為を怠り、未精算と

なっているものが１件あった。 

 

職員 出張先 出張期間 旅費支給額 旅費支給日 

Ａ 和歌山県和歌山市 
令和３年11月11日から 

同月13日まで 
18,280円 令和３年11月19日 

 

 
 

 

検出事項について、速やかに是正措置を講じる

とともに、概算払を受けた者に対し、精算の必要

性について周知徹底し、支出命令者による確認を

徹底することなどを通じ、法令等に基づく適正な

事務処理を行われたい。 

 
 

【地方自治法施行令】 

（概算払）  

第162条 次の各号に掲げる経費については、

概算払をすることができる。  

一  旅費 

 

【大阪府財務規則】 

（概算払の精算） 

第47条 支出命令者は、概算払をしたときは、

その債務の額が確定した後30日以内に、概算

払を受けた者に精算させなければならない。 

 

 是正を求められた事項につ

いては、監査後、速やかに精算

を行った。また、職員に対して

は精算の必要性について周知

徹底を行うとともに、支出命令

者による確認を徹底すること

とした。 

 今後は、法令等に基づき、適

正な事務処理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和４年５月20日） 

 

  



 

 

契約手続の不備 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

千里高等学校 

 

１ 公開見積合せの不調後に行った下記の契約に

ついて､契約書の作成が必要であったにもかかわ

らず、請書を受領し、契約書の作成を省略してい

た。 

 

 

 

 

 

２ 契約を締結する場合、契約保証金を徴収するこ

とが原則であり、大阪府財務規則第68条各号のい

ずれかに該当する場合には免除することができ

るが、契約保証金の徴収も契約保証金免除の手続

も、いずれも行われていなかった。 

 

 

 

 

 

 

 
 

契約名称 契約金額 

パソコンの購入 1,599,510円 

 

検出事項について原因を確認し、所属のチェック体制を強化する等、再発防止

に向け必要な措置を講じられたい。 

 

【大阪府財務規則】 

（契約書の作成） 

第64条 契約担当者は、契約を締結しようとするときは、次に掲げる事項を

記載した契約書を作成しなければならない。ただし、契約の性質又は目的

により該当のない事項については、この限りでない。 

 一から十三まで（以下略） 

（契約書の省略） 

第65条 契約担当者は、前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該

当するときは、契約書の作成を省略することができる。 

一 一般競争入札、指名競争入札又は随意契約の方法により、契約金額が

150万円を超えない契約を締結しようとするとき。 

二 物品を売り払う場合において、買受人が直ちに代金を納付してその物

品を引き取るとき。 

三 せり売りに付するとき。 

四 前３号に掲げる場合のほか、契約の性質又は目的により契約書を作成

する必要がないと認めるとき。 

（契約保証金の免除） 

第68条 契約担当者は、一般競争入札、指名競争入札又は随意契約の方法に

より契約を締結しようとする場合において、次の各号のいずれかに該当す

るときは、契約保証金の全部又は一部の納付を免除することができる。 

一から六まで（以下略） 

 

【令和３年10月１日付け改正前の大阪府財務規則の運用】 

第64条関係 

府が契約を締結しようとするときは、原則として契約書を作成しなければ

ならない。(以下略) 

第65条関係         

規則第65条第４号に規定する「契約の性質又は目的により契約書を作成す

る必要がないと認めるとき」とは、おおむね次のような場合である。 

(1) 物品を購入する場合において、即納されるとき。 

(2) 国、他の地方公共団体、その他公共的団体と契約を締結しようとする

とき。 

(3) 電気、ガス、水道、郵便、電話、公共放送の受信等の公益事業に係る

契約又は主務大臣が認可した契約約款に基づく保険、運送等の契約を締

結しようとするとき。 

 

 検出事項について、原因は契約書の

作成及び契約保証金の取扱いの確認

を怠ったことにある。 

再発防止に向けて、事務室内で、大

阪府財務規則とその運用の内容につ

いて周知するとともに、契約時はその

契約の取扱いについて複数人で確認

することとし、チェック体制の強化を

図った。 

 今後は、大阪府財務規則及びその運

用に基づき、適正な事務処理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

(4) あらかじめ価格が定まっている物品、会場等の購入又は賃借並びに鑑

定、評価等の役務の提供の契約を締結しようとするとき。 

(5) 第78条関係第３項に規定する公開見積合せの結果に基づき、物品の購

入の契約を締結しようとするとき。 
 

 

 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和４年５月31日） 

 

  



 

 

通勤手当の誤り 

対象受

検機関 
検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

千里高

等学校 

 

通勤手当について、病気休暇等により勤務実績のない月が発生したた

め精算事務を行ったが、算出金額を誤っていたことから過剰に戻入した

ものが２件あった。 

  

職員 
支給対象

期間 
既支給額 既戻入額 正規戻入額 追給すべき額 

Ａ 

令和３年

10月から 

令和４年

２月まで 

84,460円 15,640円 8,380円 7,260円 

Ｂ 

令和３年

10月から 

同年12月

まで 

61,290円 32,350円 28,720円 3,630円 

 
 

 

検出事項について、速やかに是正措置を講じるとともに、その原因を確認し、所属

のチェック体制の強化や通勤手当に関するルールの周知徹底を図ることなどにより、 

再発防止に向け必要な措置を講じられたい。 
 

【職員の給与に関する条例】 

（通勤手当） 

第14条 通勤手当は、次に掲げる職員に対して支給する。 

２ 通勤手当の額は、６箇月を超えない範囲内で、月の１日からその月以後の月の

末日までの期間として人事委員会規則で定める期間（以下「支給対象期間」とい

う。）につき、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に定める額とす

る。 

 

【職員の通勤手当に関する規則】 

（支給対象期間） 

第４条 条例第14条第２項に規定する支給対象期間は、人事委員会が定める日以降

６箇月の期間とする。ただし、これにより難い場合の支給対象期間は、人事委員

会が定める。 

（支給方法等） 

第18条 条例第14条第１項の職員に対する通勤手当は、その者の支給対象期間の初

日の属する月の給料の支給日に支給する。（以下略） 

第20条 条例第14条第１項の職員が、出張、休暇、欠勤その他の理由により、月の

１日から末日までの期間の全日数にわたつて通勤しないこととなるときは、その

月に係る通勤手当は支給しない。（以下略） 

 

【職員の通勤手当に関する規則の運用について（通知）】 

第４条関係 

１ 人事委員会が定める日は、毎年度４月１日及び10月１日とする。 

第20条関係 

１ 支給対象期間に係る通勤手当を既に支給している場合において、この条に規定

する事実が生じたときは、既に支給している通勤手当の額から次の各号に掲げる

額を差し引いた額をもって当該支給対象期間に係る通勤手当の額とする。 

(1) １箇月当たりの運賃等相当額等が55,000円以下であった場合には、アからウ

の総額 

ア 定期券により運賃等相当額を算出している場合には、当該月の前月の末日

に運賃等相当額を算出する際に基準とした通用期間の定期券を解約して返戻

される額及び通用期間が到来していない定期券の価額の総額 

 

過剰に戻入した

通勤手当について

は、速やかに追給を

行った。 

過剰に戻入した

原因は、担当者の認

識不足による算出

誤りである。本件を

踏まえ、給与報告の

入力後は、SSCで自

動作成されるチェ

ックリスト及び給

与明細書を複数人

で確認することと

した。 

今後は、法令等に

基づき、適正な事務

処理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和４年５月31日） 



 

 

時間外等勤務実績の登録・確認の不備 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

千里高等学校 

 

職員が時間外勤務命令を受け時間外勤務を行った場合には、速やかに

時間外勤務の実績の入力を行い、直接監督責任者は総務事務システムに

より、職員の時間外勤務実績の入力漏れがないか確認しなければならな

いが、ともに当該行為を怠ったため、時間外勤務手当が支給されていな

いものが１件あった。 

 

職員 事実発生時期 延べ件数 

Ａ 令和４年２月 １件 

 

 
 

 

検出事項について、速やかに是正措置を講じるとともに、

職員に対し、時間外勤務を行った場合には、速やかに時間

外勤務の実績を入力するよう周知徹底し、直接監督責任者

による確認を徹底することなどを通じ、適切な服務管理を

行われたい。 

 

 

勤務実態を確認し、時間外勤務実績

登録を行った上、学校総務サービス課

に依頼し、追給を行った。 

また、職員に対し、時間外勤務を行っ

た場合には、速やかに時間外勤務の実

績を入力するように周知した。 

今後は、職員が時間外勤務実績の登

録を速やかに行うとともに、直接監督

責任者が確認を行い、適切な服務管理

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和４年５月 31日） 

  



 

 

通勤手当の誤り 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

天王寺高等学校 

 

通勤手当について、特別休暇等により勤務実績のない月が発生したにもかかわらず、

精算事務が行われていないものが１件あった。 

 

職員 支給対象期間 既支給額 正規支給額 戻入すべき額 

Ａ 
令和３年４月から 

同年９月まで 
49,140円 0円 49,140円 

 

 

 検出事項について、速やかに是正措置を講じるとともに、

その原因を確認し、所属のチェック体制の強化や通勤手当に

関するルールの周知徹底を図ることなどにより、再発防止に

向け必要な措置を講じられたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過誤払となっていた

通勤手当については、

戻入手続を行い、当該

職員からの納入を確認

した。 

 誤りが発生した原因

は、当該事務手続の確

認漏れ及び失念による

ものであった。 

 本件を受け、給与報

告の入力後は、SSCで自

動作成されるチェック

リスト及び給与明細書

を複数人で確認するこ

ととし、また、通勤手当

に関するルールについ

て、周知を行った。 

 今後は、法令等に基

づき、適正な事務処理

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和４年５月24日） 

  

【職員の給与に関する条例】 

（通勤手当） 

第14条 通勤手当は、次に掲げる職員に対して支給する。 

２ 通勤手当の額は、６箇月を超えない範囲内で、月の

１日からその月以後の月の末日までの期間として人事

委員会規則で定める期間（以下「支給対象期間」とい

う。）につき、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、

当該各号に定める額とする。 

 

【職員の通勤手当に関する規則】 

（支給対象期間） 

第４条 条例第14条第２項に規定する支給対象期間は、

人事委員会が定める日以降６箇月の期間とする。ただ

し、これにより難い場合の支給対象期間は、人事委員

会が定める。 

（支給方法等） 

第18条 条例第14条第１項の職員に対する通勤手当は、

その者の支給対象期間の初日の属する月の給料の支給

日に支給する。（以下略） 

第20条 条例第14条第１項の職員が、出張、休暇、欠勤そ

の他の理由により、月の１日から末日までの期間の全

日数にわたつて通勤しないこととなるときは、その月

に係る通勤手当は支給しない。（以下略） 

 

【職員の通勤手当に関する規則の運用について（通知）】 

第４条関係 

１ 人事委員会が定める日は、毎年度４月１日及び10

月１日とする。 



 

 

管内旅費の支給事務の不備 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

天王寺高等学校 

 

 

管内出張について、出張に係るシステム入力後、支出手続が行われず、旅費

が未払となっているものが１件あった。  

 

職員 出張先 出張日 未払旅費額 

Ａ 富田林市 
令和４年 

３月31日 
1,660円 

 

 

検出事項について、速やかに是正措置を講じるととも

に、所属のチェック体制を強化する等、法令等に基づき、

適正な事務処理を行われたい。 

 

 

未払となっていた旅費につい

て追給を行った。 

 管内旅費の支給に当たって

は、支出命令者及び事務担当者

が定期的な確認を行うことでチ

ェック体制を強化した。 

今後は、法令等に基づいた適

正な事務処理を行う。 

 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和４年５月24日） 

 

  



 

 

旅費の精算事務の不備 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

天王寺高等学校 

 

 旅費の概算払をしたときは、概算払を受けた者は旅費の確定後30日以内に精算を行

い、支出命令者は同期間内に精算させなければならないが、ともに当該行為を怠り、精

算が遅延しているものが１件あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

職員 出張先 出張期間 旅費支給額 精算日 

Ａ 兵庫県神戸市 
令和３年６月16日から 

同月17日まで 
10,860円 令和３年９月１日 

 

検出事項について、概算払を受けた者に対し、精算の必要

性について周知徹底するとともに、支出命令者による確認を

徹底することなどを通じ、法令等に基づく適正な事務処理を

行われたい。 

 
 

【地方自治法施行令】 

（概算払） 

第162条 次の各号に掲げる経費については、概算払をする

ことができる。 

一  旅費 

 

【大阪府財務規則】 

（概算払の精算） 

第47条 支出命令者は、概算払をしたときは、その債務の

額が確定した後30日以内に、概算払を受けた者に精算さ

せなければならない。 

 

 是正を求められ

た事項について、職

員に対して精算の

必要性について周

知徹底を行うとと

もに、支出命令者及

び事務担当者が復

命書及びSSCでの定

期的な確認を行う

こととした。 

 今後は、法令等に

基づき、適正な事務

処理を行う。 

 

 

 

 

 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和４年５月24日） 

 

  



 

 

不適切な服務管理 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

天王寺高等学校 

 

 人間ドック及び子宮がん検診の受診に係る職務専念義務の

免除について、受診終了後の勤務に服さなかった時間は年休

等取得の手続を行わなければならないが、全日にわたって職

務専念義務が免除されていた。 

 

職

員 

健康診

断名 
健診日 健診等の時間 

職務に専念する 

義務の免除を 

承認した時間 

Ａ 
人間ド

ック 

令和３年 

８月６日 

午前８時10分 

から 

午後１時30分 

まで 

 

午前８時10分 

から 

午後４時40分 

まで 

（全日） 

 

Ｂ 
子宮が

ん検診 

令和３年 

12月７日 

午前８時10分 

から 

午後０時10分 

まで 

 

午前８時10分 

から 

午後４時40分 

まで 

（全日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 検出事項について、速やかに是正措置を講じるとともに、原因を確

認し、所属のチェック体制を強化する等、再発防止に向け必要な措置

を講じられたい。 
 

【地方公務員法】 

(職務に専念する義務) 

第35条 職員は、法律又は条例に特別の定がある場合を除く外、そ

の勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその職責遂行のため

に用い、当該地方公共団体がなすべき責を有する職務にのみ従事

しなければならない。 

 

【職務に専念する義務の特例に関する条例】 

(職務に専念する義務の免除) 

第２条 府の職員及び府が設立した地方独立行政法人法第２条第

２項に規定する特定地方独立行政法人(以下「特定地方独立行政

法人」という。)の職員は、次の各号の一に該当する場合におい

ては、あらかじめ任命権者(特定地方独立行政法人の理事長を含

む。)又はこれらの委任を受けた者の承認を得て、その職務に専

念する義務を免除されることができる。 

二 厚生に関する計画の実施に参加する場合 

 

【学校職場における勤務条件等（制度解説）】（府立学校版） 

第７章 服務 

 ７ 職務専念義務の免除（職務に専念する義務の特例に関する条

例に基づく） 

  ○条例に基づく職務専念義務の免除 

    本府においては、職務専念義務の特例を「職務に専念する

義務の特例に関する条例」及び「職務に専念する義務の特例

に関する規則」により定めており、次に掲げる場合には、例

外的に職務に専念する義務の免除を受けることができる。 

 

根拠 条文 具体例 備考 

条 例 

第２条 

第２号 

厚生に関する計

画の実施に参加

する場合 

健康管理 

ア．希望者を対象のもの 

  人間ドック、乳がん・

子宮がん検診、大腸

検査等 

 

 

 

 誤って承認した職務専念義務の免

除については取り消し、年次休暇とし

て処理を行った。 

 検出事項の原因は、申請者が職員健

康管理事業における服務の取扱いに

ついて誤った認識を持っていたこと

と、直接監督責任者の確認不足にあ

る。 

 再発防止策として、関係職員に対

し、服務に係る申請を適正に行うよう

周知を行うとともに、職員の職務専念

義務免除の申請に対して直接監督責

任者が承認を行った際は事後確認を

徹底することでチェック体制を強化

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和４年５月24日） 



 

 

不適切な服務管理 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

天王寺高等学校 

 

出勤簿を確認したところ、早退ありとなっているものが

４件あった。このうち３件については本来年休取得により

処理することとし、１件については病気休暇取得により処

理することとしていたが、当該手続が行われずに放置され

ていた。 

 

また、出退勤の記録のないものが１件あった。本件につ

いては、本来年休取得により処理することとしていたが、

当該手続が行われずに放置されていた。 
 

職員 日付 
出勤簿 

表示 
原因 

Ａ 令和３年10月23日 早退 年休入力漏れ 

Ｂ 令和３年12月17日 早退 病気休暇入力漏れ 

Ｃ 令和３年12月20日 早退 年休入力漏れ 
Ｄ 令和４年２月２日 早退 年休入力漏れ 

職員 日付 
出勤簿 

表示 
原因 

Ｅ 令和３年12月27日 
出勤なし 

年休入力漏れ 
退勤なし 

 

 検出事項について、速やかに是正措置を講じるとともに、職員の勤

務時間、休日休暇等に関する事務の取扱いを遵守することを徹底され

たい。今後、再発防止のために所属のチェック体制の強化を図られた

い。 

 

検出事項について、年次休暇及び病

気休暇取得の手続を行った。 

 再発防止策として、直接監督責任者

が出勤簿状況の確認を徹底すること

で、チェック体制を強化した。 

 今後は、適正な事務処理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和４年５月24日） 

  



 

 

不適切な服務管理及び管内旅費の支給事務の不備 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

天王寺高等学校 

 

出勤簿を確認したところ、出退勤の記録がないものが１件あった。本件につ

いては、管内出張（宅発宅着）をしていたにもかかわらず、出張入力を怠って

おり、旅費についても未払であった。また、出張用務終了後は、本来年休取得

により処理することとしていたが、当該手続が行われずに放置されていた。 

 

職員 出張先 出張日 未払旅費額 

Ａ 奈良県平群町 令和４年２月４日 960円 
 

 

検出事項について、速やかに是正措置を講じるととも

に、出張、職員の勤務時間、休日休暇等に関する事務の取

扱いを遵守することを徹底されたい。今後、再発防止のた

めに所属のチェック体制の強化を図られたい。 

 

 出勤簿記録について、管内出

張入力及び年次休暇取得の手続

を行った。 

 また、未払となっていた旅費

については、追給を行った。 

 再発防止策として、直接監督

責任者が出勤簿状況の確認を徹

底することで、チェック体制を

強化した。 

今後は、適正な事務処理を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和４年５月24日） 

  



 

 

公有財産台帳の登載誤り 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

天王寺高等学校 

 

行政財産の使用許可の更新について、公有財産台帳への登

載を行っていないものがあった。 

 

 

種別 許可数量 目的 年間使用料 許可期間 

建物 1.00㎡ 

複写機及

び課金装

置の設置 

（注） 

10,120円 

平成30年４月

１日から 

令和５年３月

31日まで 

（注）公有財産台帳では、年間使用料の改訂に伴う登載が行

われず「9,820円」のまま放置されていた。 

 

検出事項について、速やかに公有財産台帳に登載されたい。 

また、所属のチェック体制を強化する等、大阪府公有財産台帳等処理要

領に基づき、適正な事務処理を行われたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 検出事項について、公有財産台

帳に登載を行った。 

 また、複数の職員で公有財産台

帳の登載状況について定期的な

確認を行うことにより、チェック

体制を強化した。 

 今後は、大阪府公有財産台帳等

処理要領に基づき、適正な事務処

理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和４年５月24日） 

  

【大阪府公有財産規則】 

(使用状況の確認) 

第31条 部局長等は、その所管する行政財産の使用の許可の内容につ

いて、知事が別に定めるところにより公有財産台帳に登載し、毎年

一回、その許可に係る行政財産の使用の状況を実地について調査

し、確認しなければならない。 

 

【大阪府公有財産台帳等処理要領】 

（使用許可、貸付又は使用承認の状況） 

第19条 部局長等は、使用許可、貸付又は使用承認を行ったときは、

システムを用いて使用許可、貸付又は使用承認の情報を当該年度に

登録するものとする。 

２ 登録した使用許可、貸付又は使用承認の状況に異動があったとき

は、システムを用いて異動登録を行うものとする。 

 



 

 

印影印刷物の管理不備 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

天王寺高等学校 

 

 

公印（学校長印）を印影印刷した生徒証明書及び卒業証

書について、受払簿等を作成しておらず、使用状況が明ら

かにされていなかった。 

 

・生徒証明書 1,200枚 

・卒業証書    400枚 

※枚数は令和３年度の購入枚数を記載 

 

 検出事項について、速やかに是正措置を講じるとともに法令等に基づき、適正な事務

処理を行われたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 公印（学校長印）を

印影印刷した生徒証

明書及び卒業証書に

ついて、受払簿を作成

した。 

 今後は、法令等に基

づき、適正な事務処理

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和４年５月24日） 

  

【大阪府教育委員会公印規程】 

(公印の印影の印刷) 

第12条 公印の押印に代えて、公印の印影を印刷する必要があるとき(次条第１項に

規定する場合を除く。)は、当該公印の管守者の承認を受けて、その印影を印刷す

ることができる。 

２ 前項の規定により、公印の印影を印刷した用紙は、厳重に保管するとともに、

常にその使用状況を明らかにしておかなければならない。 

 



 

 

不適切な服務管理 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

茨木高等学校 

 

 

30日以上病気休暇を取得した職員の復業に当たって

は、安全衛生管理者である所属長は総括安全衛生管理者

である教育次長に対し、大阪府立学校職員安全衛生管理

規程第31条に基づく病者の報告等を行わなければなら

ないが、報告がなされていないものが１件あった。 

 
 

職員 診断書における休業期間 

Ａ 
令和３年５月31日から同年７月９日まで

（40日間） 

 

 検出事項について、今後は、大阪府立学校職員安全

衛生管理規程に基づき、適正な事務処理を行われた

い。 

 

 

 

 

 

 未提出となっていた病者報告書については、監査受検後、

総括安全衛生管理者あて提出した。 

 今後は、大阪府立学校職員安全衛生管理規程に基づき、適

正な事務処理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和４年５月30日） 

 

  

【大阪府立学校職員安全衛生管理規程】 

（病者の報告等） 

第31条 安全衛生管理者は、次の各号のいずれかに

該当する職員が、療養に専念しないために就業を

禁止する必要があると認めるときは、病者報告書

（様式第４号）に医師の診断書を添付し、総括安

全衛生管理者に報告しなければならない。疾病等

により30日以上休業又は休職していた職員が復

業又は復職するときも、同様とする。 

 一 病毒伝ぱのおそれのある伝染性の疾病にか

かった職員 

 二 精神障害のため、勤務させることにより、病

勢が著しく増悪するおそれのある職員 

 三 心臓、腎臓、肺等の疾病で勤務のため病勢が

著しく増悪するおそれのあるものにかかった

職員 



 

 

時間外等勤務実績の登録・確認の不備 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

茨木高等学校 

 

職員が時間外勤務命令を受け時間外勤務を行った場合

には、速やかに時間外勤務の実績の入力を行い、直接監

督責任者は総務事務システムにより、職員の時間外勤務

実績の入力漏れがないか確認しなければならないが、と

もに当該行為を怠ったため、時間外勤務手当が支給され

ていないものが５件あった。 

 

職員 事実発生時期 延べ件数 

Ａ 

令和３年６月 １件 

令和３年７月 １件 

令和３年11月 １件 

令和３年12月 ２件 

 

 

検出事項について、速やかに是正措置を講じると

ともに、職員に対し、時間外勤務を行った場合には、

速やかに時間外勤務の実績を入力するよう周知徹底

し、直接監督責任者による確認を徹底することなど

を通じ、適切な服務管理を行われたい。 

 

勤務実態を確認し、時間外勤務実績登録を行った上、学校

総務サービス課に依頼し、追給を行った。 

また、職員に対し、時間外勤務を行った場合には、速やか

に時間外勤務の実績を入力するよう周知徹底した。 

今後は、職員が時間外勤務実績の登録を速やかに行うとと

もに、直接監督責任者が確認を行い、適切な服務管理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和４年５月30日） 

 

  



 

 

備品管理の不備 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

茨木高等学校 

 

 備品出納簿に記載されている下記の備品について、実査し

たところ現物を確認することができなかった。 

 

品種 
品目 当初受入

年月日 

数

量 
金額 

商品名 

家具什

器類 

箱類 平成４年

８月31日 
１ 121,128円 

カード箱 

機械器

具類 

ОＡ器具類 
平成16年

１月６日 
１ 154,875円 カスタムパ

ソコン 
 

 

 検出事項について、現物が確認できない原因を特定

し、速やかに是正措置を講じるとともに、法令等に基づ

き、適正な事務処理を行われたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現物を確認できなかった備品について、原因調査を

行ったところ、不用決定を行わずに廃棄していたこと

が判明した。 

 このため、廃棄済であるにもかかわらず備品台帳に

記載されていた備品について、不用決定及び備品出納

簿からの払出しを行った。 

 今後は、法令等に基づき、適正な事務処理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和４年５月30日） 

 

  

【大阪府財務規則】 

（物品の出納の通知及び帳簿の記載） 

第80条 物品管理者は、物品の受入れ又は払出しの

必要があるときは、出納員に物品の分類を明らか

にして出納の通知をしなければならない。 

２ 前項の通知を受けた出納員は、次に掲げる帳簿

を備え、受入れ又は払出しの事実を記載しなけれ

ばならない。 

 一 備品出納簿（様式第39号） 



 

 

不適切な服務管理 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

生野高等学校 

 

新型コロナワクチン接種に係る職務専念義務の免除につい

て、ワクチン接種に必要と認める時間以外で勤務に服さなかっ

た時間は年休等取得の手続を行わなければならないが、全日に

わたって職務専念義務が免除されていた。 

なお、職員Ｄについては、勤務を命じられた週休日の振替日

に誤って職務専念義務が免除されていた。 

 

職員 
ワクチン 

接種日 

ワクチン接種に 

必要と認める時間 

職務に専念する 

義務の免除を 

承認した時間 

Ａ 

令和３年 

７月26日 

午前９時50分から 

午前11時30分まで 

午前９時50分から 

午後３時30分まで 

（全日） 

令和４年 

３月２日 

午前９時50分から 

午前11時30分まで 

午前９時50分から 

午後３時30分まで 

（全日） 

Ｂ 
令和３年 

11月10日 

午前８時20分から 

午後０時30分まで 

午前８時20分から 

午後４時50分まで 

（全日） 

Ｃ 
令和４年 

３月28日 

午前８時20分から 

午前10時30分まで 

午前８時20分から 

午後４時50分まで 

（全日） 

Ｄ 
令和４年 

３月29日 

なし 

（週休日の振替

日） 

午前８時20分から 

午後４時50分まで 

（全日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 検出事項について、速やかに是正措置を講じるとともに、

原因を確認し、所属のチェック体制を強化する等、再発防止

に向け必要な措置を講じられたい。 

 

【地方公務員法】 

(職務に専念する義務) 

第35条 職員は、法律又は条例に特別の定がある場合を除

く外、その勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその

職責遂行のために用い、当該地方公共団体がなすべき責

を有する職務にのみ従事しなければならない。 

 

【職務に専念する義務の特例に関する条例】 

（職務に専念する義務の免除） 

第２条 府の職員及び府が設立した地方独立行政法人法

第２条第２項に規定する特定地方独立行政法人(以下

「特定地方独立行政法人」という。)の職員は、次の各

号の一に該当する場合においては、あらかじめ任命権者

(特定地方独立行政法人の理事長を含む。)又はこれらの

委任を受けた者の承認を得て、その職務に専念する義務

を免除されることができる。 

三 前２号に規定する場合を除くほか、人事委員会(特定

地方独立行政法人の職員に係るものにあっては、当該特

定地方独立行政法人の理事長)が定める場合 

 

【職務に専念する義務の特例に関する規則】 

（職務に専念する義務の免除） 

第２条 職員は、次の各号のいずれかに該当する場合に

は、あらかじめ任命権者又はその委任を受けた者の承諾

を得て、その職務に専念する義務を免除されることがで

きる。 

十二 前各号のほか、人事委員会が適当と認める場合 

 

【新型コロナウイルス感染症にかかる教職員の服務につ

いて（通知）（令和３年６月３日付け教職企第1398号）】※ 

新型コロナウイルス感染症にかかる教職員の服務につい

て、別添のとおり取り扱い願います。 

別添６ 新型コロナワクチン接種を受ける医療従事者等

に該当する教職員以外の教職員（令和３年２月17日

 

誤って承認した職務専念義務の免除につい

ては取り消し、年次休暇や出勤として処理を

行った。 

また、職員Ｄについては週休日の振替日と

して処理を行った。 

検出事項の原因は、申請者及び直接監督責

任者の双方が新型コロナウイルス感染症に係

る服務の取扱いについて、認識が不足してい

たことにある。 

再発防止策として、関係職員に対し、服務に

係る申請を適正に行うよう周知徹底を行うと

ともに、直接監督責任者が承認を行う際には、

その要件等の確認を確実に行うことにより、

チェック体制を強化した。 

 



 

 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和４年５月26日） 

  

 

 

 

 

 

 

 

から適用） 

職務に専念する義務の免除（必要と認める期

間又は時間） 

※【職務に専念する義務の免除に係る取扱いについて（通

知）（令和３年６月２日付け大人委第1349号）】による。 

 
 



 

 

不適切な服務管理 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和４年５月26日） 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

生野高等学校 

 

校長等は週休日に勤務を命じた場合には、原則とし

て週休日の振替で対応しなければならないが、下記職

員に週休日の勤務を命じた際に振替の登録が行われ

ていなかった。 

また、職員も週休日の振替の登録の確認を失念して

いた。 

 

教育職員 週休日の勤務命令日 勤務命令時間 

Ａ 
令和４年３月12日

（土） 
７時間45分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 検出事項について、速やかに是正措置を講じるとともに、

原因を確認し、所属のチェック体制を強化する等、再発防止

に向け必要な措置を講じられたい。 

 

【職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例】 

(週休日の振替等) 

第４条 任命権者は、職員に前条第１項、第３項又は第５

項の規定により週休日とされた日において特に勤務す

ることを命ずる必要がある場合には、人事委員会規則

の定めるところにより、同条第２項から第５項までの

規定により勤務時間が割り振られた日(以下この条に

おいて「勤務日」という。)のうち人事委員会規則で定

める期間内にある勤務日を週休日に変更して当該勤務

日に割り振られた勤務時間を当該勤務することを命ず

る必要がある日に割り振り、又は当該期間内にある勤

務日の勤務時間のうち３時間45分若しくは４時間を当

該勤務日に割り振ることをやめて当該３時間45分若し

くは４時間の勤務時間を当該勤務することを命ずる必

要がある日に割り振ることができる。 

 

【府立高等学校等の職員の勤務時間、休日、休暇等に関す

る規則】 

(週休日の振替等) 

第７条 条例第４条(週休日の振替等)（中略）について

は、校長が、これを行う。 

 

【府立高等学校等の職員の勤務時間、休日、休暇等に関す

る規則の施行について（通達）】（職内第14号 昭和41年

１月17日 大阪府教育委員会教育長） 

７ 第７条関係 

(1) 条例第４条の規定よる週休日の振替は、次に掲げる

事項に留意して行うものとする。 

ウ 週休日に全日勤務を命ずる場合は他の全日勤務日

と振り替えるものとし、半日勤務を命ずる場合は他

の半日勤務日との振替又は半日勤務時間の割振り変

更をするものとする。（以下略） 
 

 

未登録となっていた週休日の振替については、登録

を行った。 

 検出事項の原因は、週休日の振替を取得したか十分

な確認を行っていなかったことにある。 

 再発防止策として、関係職員に、週休日に勤務を行う

際は振替登録を漏れなく行うように周知するととも

に、直接監督責任者は、SSCでの確認を徹底することで

チェック体制を強化し、適正な事務処理を行う。 

 

 



 

 

時間外等勤務実績の登録・確認の不備 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和４年５月26日） 

 

  

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

生野高等学校 

 

職員が時間外勤務命令を受け時間外勤務を行った場合には、

速やかに時間外勤務の実績の入力を行い、直接監督責任者は総

務事務システムにより、職員の時間外勤務実績の入力漏れがな

いか確認しなければならないが、ともに当該行為を怠ったため、

時間外勤務手当が支給されていないものが２件あった。 

 

職員 事実発生時期 延べ件数 

Ａ 令和３年11月 １件 

Ｂ 令和４年２月 １件 

 

 

検出事項について、速やかに是正措置を講じると

ともに、職員に対し、時間外勤務を行った場合には、

速やかに時間外勤務の実績を入力するよう周知徹

底し、直接監督責任者による確認を徹底することな

どを通じ、適切な服務管理を行われたい。 

 

勤務実態を確認し、時間外勤務実績登録を行った

上、学校総務サービス課に依頼し、追給を行った。 
また、職員に対し、時間外勤務を行った場合には、

速やかに時間外勤務の実績を入力するように周知

した。 
今後は、職員が時間外勤務実績の登録を速やかに

行うとともに、直接監督責任者が確認を行い、適切

な服務管理を行う。 



 

 

公有財産台帳の登載誤り 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和４年５月26日） 

  

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

生野高等学校 

 

 過年度に撤去した下記の公有財産（工作物）について、公有財

産台帳から除却処理が行われていなかった。 

 

 

財産名称 種目 数量 取得価額 

カーブミラー 諸標 １個 87,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 検出事項について、保有資産の実態を公有財産台

帳において適切に表すため、撤去された資産につい

ては、公有財産台帳からの除却処理を行われたい。 

また、所属のチェック体制を強化する等、大阪府

公有財産台帳等処理要領に基づき、適正な事務処理

を行われたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当該財産について、公有財産台帳からの除却処理

を行った。 

また、事務職員間で情報共有を密に行い、公有財産

台帳の登載状況について定期的な確認を行うことに

より、チェック体制を強化した。 

今後は、大阪府公有財産台帳等処理要領に基づき、

適正な事務処理を行う。 

 【大阪府公有財産台帳等処理要領】 

（台帳の異動登録） 

第５条 財産の所管換え、増改築、売払い等（以

下「異動」という。）により、台帳に記載する

内容に数量等の増減や事項の補正等の必要が

生じた場合は、速やかにシステムを用いて当該

内容の増減登録や事項修正登録を行うものと

する。（以下略） 

（台帳価格） 

第12条 

(5) 売却、撤去等で財産の滅失が生じた場合

は、次の各号に掲げるとおり、取得価額を

減額（以下「除却」という。）する。 

ア 台帳に登録のある一財産単位で滅失

した場合 

登録されている取得価額を除却する。 

 



 

 

行政財産使用許可等の不備 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和４年５月26日） 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

生野高等学校 

 

学校の敷地内に下記の物件が設置されているが、行政財

産の使用許可等の手続を行っていなかった。 

 

 

物件名 数量 

迷惑駐車禁止の看板 ２ 

犬のフンあとしまつの看板 ４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 検出事項について、設置者を調査・確認のうえ、撤去

や使用許可等の適否を判断し、所要の手続を行うととも

に、法令等に基づき、適正な事務処理を行われたい。 

 

 

検出された物件については、作成者である松原市、松

原警察署及び設置者の自治会に調査・確認を行い、同意

の上、当該物件の撤去を行った。 

今後は、法令等に基づき、適正な事務処理を行う。 

 【地方自治法】 

（行政財産の管理及び処分）  

第238条の４ 

７ 行政財産は、その用途又は目的を妨げない限度

においてその使用を許可することができる。 

 

【大阪府公有財産規則】 

（管理の原則） 

第14条 公有財産は、常に良好な状態において管理

し、適正かつ効率的に運用しなければならない。 

（使用許可の範囲） 

第22条 行政財産は、次の各号のいずれかに該当す

る場合は、法第238条の４第７項の規定により、そ

の使用を許可することができる。 

一 府の職員、府立の学校その他の施設を利用す

る者等の福利厚生のための施設の用に供する

とき。 

二 国又は他の地方公共団体が行う調査研究、公

の施策の普及宣伝その他公共の目的のために

行われる講演会、研究会等の用に短期間供する

とき。 

三 水道事業、電気事業、ガス事業その他知事が

指定する事業の用に供するとき。 

四 災害その他緊急事態の発生により、応急施設

の用に短期間供するとき。 

五 国又は他の地方公共団体その他の公共団体

において公用又は公共用に供するとき。 

六 行政財産の効率的利用に資すると認められ

るとき。 

七 前各号に掲げるもののほか、府の事務若しく

は事業の遂行上又は公益上やむを得ないと認

められるとき。 



 

 

不適切な服務管理 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

岸和田高等学校 

 

新型コロナワクチン接種に係る職務専念義務の免除について、ワクチン

接種に必要と認める時間以外で勤務に服さなかった時間は年休等取得の

手続を行わなければならないが、全日にわたって職務専念義務が免除され

ていた。 

 

職員 
ワクチン 

接種日 

ワクチン接種に 

必要と認める時間 

職務に専念する 

義務の免除を 

承認した時間 

Ａ 
令和３年 

６月15日 

午後１時15分から 

午後３時15分まで 

午前８時00分から 

午後４時30分まで 

（全日） 

Ｂ 

令和３年 

７月16日 

午後１時15分から 

午後３時15分まで 

午前８時25分から 

午後４時55分まで 

（全日） 

令和３年 

８月16日 

午後１時15分から 

午後３時15分まで 

午前８時25分から 

午後４時55分まで 

（全日） 

Ｃ 
令和３年 

７月26日 

午前８時25分から 

午前11時25分まで 

午前８時25分から 

午後４時55分まで 

（全日） 

Ｄ 
令和３年 

７月26日 

午後１時15分から 

午後３時15分まで 

午前８時25分から 

午後４時55分まで 

（全日） 

Ｅ 
令和３年 

７月26日 

午後１時55分から 

午後４時55分まで 

午後０時25分から 

午後４時55分まで 

（全日） 

Ｆ 
令和３年 

７月26日 

午前８時25分から 

午前11時25分まで 

午前８時25分から 

午後４時55分まで 

（全日） 

Ｇ 
令和３年 

８月19日 

午前８時25分から 

午前11時25分まで 

午前８時25分から 

午後４時55分まで 

（全日） 

Ｈ 
令和３年 

８月19日 

午前８時25分から 

午前11時25分まで 

午前８時25分から 

午後４時55分まで 

（全日） 

Ｉ 
令和３年 

８月19日 

午前８時25分から 

午前11時25分まで 

午前８時25分から 

午後４時55分まで 

（全日） 

 

 検出事項について、速やかに是正措置を講じ

るとともに、原因を確認し、所属のチェック体

制を強化する等、再発防止に向け必要な措置を

講じられたい。 

【地方公務員法】 

(職務に専念する義務) 

第35条 職員は、法律又は条例に特別の定が

ある場合を除く外、その勤務時間及び職務

上の注意力のすべてをその職責遂行のため

に用い、当該地方公共団体がなすべき責を

有する職務にのみ従事しなければならな

い。 

 

【職務に専念する義務の特例に関する条例】 

（職務に専念する義務の免除） 

第２条 府の職員及び府が設立した地方独立

行政法人法第２条第２項に規定する特定地

方独立行政法人(以下「特定地方独立行政法

人」という。)の職員は、次の各号の一に該

当する場合においては、あらかじめ任命権

者(特定地方独立行政法人の理事長を含

む。)又はこれらの委任を受けた者の承認を

得て、その職務に専念する義務を免除され

ることができる。 

三 前２号に規定する場合を除くほか、人事

委員会(特定地方独立行政法人の職員に係

るものにあっては、当該特定地方独立行政

法人の理事長)が定める場合 

 

【職務に専念する義務の特例に関する規則】 

（職務に専念する義務の免除） 

第２条 職員は、次の各号のいずれかに該当

する場合には、あらかじめ任命権者又はそ

の委任を受けた者の承諾を得て、その職務

に専念する義務を免除されることができ

る。 

 

 

誤って承認した職務専念義務の免除につい

ては取り消し、年次休暇として処理を行った。 

年次休暇で処理できないものについては欠

勤として処理した上で、過誤払となった報酬

について戻入手続を行い、該当職員からの返

納を確認した。 

 検出事項の原因は、申請者が新型コロナウ

イルス感染症に係る教職員の服務の取扱いに

ついて誤った認識を持っていたことと、直接

監督責任者の確認不足にある。 

 再発防止策として、関係職員に対し、服務に

係る申請を適正に行うよう周知徹底するとと

もに、直接監督責任者が承認を行う際には、そ

の要件の確認を確実に行うことにより、チェ

ック体制を強化した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和４年５月25日） 

 

  

Ｊ 
令和３年 

８月23日 

午前８時25分から 

午前11時25分まで 

午前８時25分から 

午後３時55分まで 

（全日） 
 

十二 前各号のほか、人事委員会が適当と

認める場合 

 

【新型コロナウイルス感染症にかかる教職員

の服務について（通知）（令和３年６月３日付

け教職企第1398号）】※ 

新型コロナウイルス感染症にかかる教職員

の服務について、別添のとおり取り扱い願い

ます。 

別添６ 新型コロナワクチン接種を受ける医

療従事者等に該当する教職員以外の教

職員（令和３年２月17日から適用） 

職務に専念する義務の免除（必要と 

認める期間又は時間） 

※【職務に専念する義務の免除に係る取扱い

について（通知）（令和３年６月２日付け大

人委第1349号）】による。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

時間外等勤務実績の登録・確認の不備 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

岸和田高等学校 

 

職員が時間外勤務命令を受け時間外勤務を行った場合には、速やかに時

間外勤務の実績の入力を行い、直接監督責任者は総務事務システムによ

り、職員の時間外勤務実績の入力漏れがないか確認しなければならない

が、ともに当該行為を怠ったため、時間外勤務手当が支給されていないも

のが１件あった。 

 

職員 事実発生時期 延べ件数 

Ａ 令和３年12月 １件 

 

 

検出事項について、速やかに是正措置を講じるとともに、

職員に対し、時間外勤務を行った場合には、速やかに時間外

勤務の実績を入力するよう周知徹底し、直接監督責任者によ

る確認を徹底することなどを通じ、適切な服務管理を行われ

たい。 

 

 

勤務実態を確認し、時間外勤務

実績登録を行った上、学校総務サ

ービス課に依頼し、追給を行っ

た。 

 また、職員に対し、時間外勤務

を行った場合には、速やかに時間

外勤務の実績を入力するように

周知した。 

 今後は、職員が時間外勤務実績

の登録を速やかに行うとともに、

直接監督責任者が確認を行い、適

切な服務管理を行う。 

 

 

監査（検査）実施年月日（委員：令和－年－月－日、事務局：令和４年５月25日） 

 

 


